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This paper explores Japan’s pre-war industrialization from the viewpoint of 
small- scale businesses.   
A typical case can be seen in the development of rural weaving industry before the World WarⅠ. 
There functioned the production form besides factory such as putting-out system based on the peasant’s 
sideline work. After the World WarⅠ, however, putting-out system in the weaving industry rapidly gave 
way to factory system that equipped the power looms. Contrastively, the industrial development in large 
cities, especially in Tokyo during the Inter-war period, entailed the increase of newly formed petty and 
small workshops. There functioned the production system based on the complex transaction of 
merchants, factories, small workshops and domestic works. Toy manufacturing, which developed as 
an export industry in the Inter-war Tokyo, was one of the typical industries based on that production 
system.  
As the urban area lacked the peasants and the intimate communities, urban small businesses stood 
on the different foundations. The skill was trained in the quasi-apprentice system where juvenile workers 
experienced a sort of on the job training. Based on this skill formation, not a few employees set up their 
own businesses and competed even with the wholesalers. Their activities were supported by the positive 
externality of the cluster. The formal and informal institutions played significant roles to prevent the 
transactions from disorder.   
The role of production organizer that combined the function of the merchant was also important. 
The combination of the merchant and the household economy, together with the social and institutional 






































                                                  
1 「在来産業」 に関する諸研究については谷本[2002]およびTanimoto[forthcoming]を参照。 
2  谷本[1998] 
3 谷 本 [2005] 
4  隅谷[1964] 
5  斎藤[1984] 






















（1936 年実施）―の対象 26 業種の一つであり、玩具関係者は同調査がデータを得た業者全
体の 10％前後を占めていた。 また、 1939 年 『工業統計表』 所収の東京府のデータによれば、














                                                  
6  中村[1971] 
7 永 澤 [1934],139,142 頁。Brown[1996]、p.98-9。  
81938 年以前の『工場（工業）統計表』は、対象が就業者 5 人以上の工場に限られていた。  
9『東京玩具卸商同業組合史』 、9 頁。この名称は、1908 年に重要物産同業組合法に拠る組
合への改組の際、 「東京玩具卸商同業組合」へと変わった（同上、70－73 頁） 。同組合の刊
行する『東京玩具商報』も、1903 年の創刊当時の名称は『東京雛玩具商報』である。 




『農商務統計表』の東京府「玩具」生産額は、1910 年から 1920 年にかけて、５倍を上回
る増加を示しており、第一次大戦期の急成長が読み取れる
11。また『工場統計表』に依拠し





















                                                  
10  ちなみに『工場統計表』の府県別データによれば、東京府のセルロイド玩具およびゴム
玩具の生産額は、 1920-30 年代を通じ一貫して全国生産額の過半を占めており、 金属玩具で
も 1923,25 年以外は同様であった。東京は戦間期日本の最大の玩具生産府県といえる。 





えるのは、素材代替の動きを表している（ 『日本金属玩具史』 、409-415 頁） 。 
13  輸出は、生産の動向とほぼ並行している。北米および欧州向けが中心で、ドイツを筆頭





には生産を減らす時期がある。またゴムは 32,33 年に最も生産が盛んであった。 
15  竹内[1975、1975・76、1979a、1979b]、Takeuchi[ 1991]。なお戦間期の輸出雑貨工
業の実態については、沢井実[1986,1990]、平沢[2001]第 4 章も参照。 













の順にその存在形態を検討する。第 3 節は、それらの諸主体間の関係を検討する。第 4 節
では、このような分散型生産組織が成立する基盤について、地理的集積と制度的支援の 2




2  業態―問屋・製造業者・内職   
 
2.1  分業構造の概観 
本節では、玩具工業に携わる諸主体の存在形態を検討する。はじめに諸主体の分布を見 
ておこう。 




からなる唯一の同業組合）の 1934 年の名簿との照合では、127 名の組合員のうち 96 の「問
屋」が組合員であるのに対して、 「卸商」の組合員は 6 名に過ぎなかった。東京玩具卸商組
合は、まずもって「問屋」の組合であったといえる。この両者では地理的分布も異なって
いた。 問屋の３分の２は浅草区にあり、 日本橋・神田を加えれば 80％以上の集中度となる。
これに対して卸商の浅草への集中度は 20％台にとどまった。 
                                                  
16  板倉勝高・井出策夫・竹内淳彦編[1970,1973]。なお、隅谷〔1970・71〕も参照。 









として」 （中小企業庁 ・ 地方調査機関全国協議会[1957]所収） および三井逸友 [1981]を参照。 
























2.2  問屋   
同業組合員数の変遷を示す表 2 によれば、玩具問屋は組合員ベースで 1908 年の 70 軒か 
ら 1926 年の 127 軒に増加した。ただし 1908 年の 70 軒のうち、1926 年まで存続していたの
は 29 軒にとどまっていた。41 軒がメンバーから脱落し、98 軒が新たに参入していたので
ある。第一次大戦期の拡張期は、問屋組合メンバーの増加とともに入れ替わりの時期であ
ったともいえる。 





組合員数は 30 年代にはむしろ減少しているのである。30 年代の玩具生産の成長は、組合員
                                                  
20『東京市商工名鑑（昭和四年版） 』の「玩具・人形類」に掲載されている 82 業者で『大東
京玩具商工業者名簿』の商業者にも名前がある 37 名のうち、36 名が「問屋」 、1 名が「卸
商」であった。 
21 1933 年の問屋のうち、13 の店名を 1928 年のセルロイド同業組合名簿（ 『日本セルロイ
ド商工大鑑』所収）で確認できた。 
22 1932 年に東京市は、旧市域に隣接する郡部に新たに 18 の区を設け、市域に編入した。 
23  ここでの参入率・退出率は、参入数・退出数の年平均値をとり、起点年の問屋数で序し
た値である。 
 5  となる中堅以上の問屋層に、経営の淘汰を促すものであったといえる。 
この間の、問屋の所在地の変化も注目される。組合員に関してみれば、浅草区の比率の 
高まりが明瞭であった。 1908 年の 44％から 1935 年の 61％へ 20 ポイント近い上昇が観察さ






  では、玩具問屋はどのような業務を担っていたのであろうか。先に述べたように、製品 
売買にとどまらない関係を製造業者との間に構築するのが問屋の特徴であり、それが「卸 
商」との区別がなされる根拠であった。事実、先の『問屋制小工業調査』では、調査対象
となった 106 軒の玩具問屋のうち、 製造ないしは加工
24への関与を申告しているのがそれぞ
れ 45 軒、35 軒あり、配給のみを業務とするのは 17 軒にとどまった。 
生産との関わりの面では、商品開発活動にも注目しよう。その指標として実用新案およ
び意匠の出願・登録数を取り上げる（特許は僅少） 。玩具関係の実用新案および意匠の出願
は 1920 年代後半に活発化していたとみられ、出願数で 1000、登録数でも 400 を超える年が
現れた
25。この実用新案出願公告・登録および意匠登録者を、玩具業者側の名簿と照合した










                                                  
24  この調査では、製造は「原料と名称を異にする物品を製作する」こと、加工は「減路油
と名称を異にしないが之を変造、装飾、精製、仕上げ、仕別け、包装等の作業を加えた場
合」を指している（ 『問屋制小工業調査』4 頁） 。 
25  『特許局統計年報』による。玩具は幅広い人々に馴染み深い財であるため、玩具業者以
外が実用新案・意匠の出願をすることも多く、逆に玩具業者から登録の効果への疑問も表
明されていた（ 「玩具と登録」 『東京玩具商報』1932 年 8 月号） 。たしかに表 3 でも、玩具
業者名簿に記載のない人物が記載のある人物の 2 倍以上挙がっており、その中の 40％強は
玩具生産者がほとんど見られない区に在住している。しかしここで用いている名簿では、




26  『大東京輸出玩具』 、17-18、42 頁。 
27  府立東京商工奨励館『年度報告』 『事業報告』による。 


















先の表１によれば、1933 年の玩具製造業者は、金属 233、セルロイド 258、ゴム 139 であ
る。これらの業者のうち、同年の『工場通覧』 （≒雇用職工 5 人以上工場名簿）にも記載の
ある「工場」 （以下、特に断らない限り、 「工場」は『工場通覧』掲載レヴェルの規模の工
場を指す）は、それぞれ 36、31、47 戸、この業者名簿には現れない「工場」を含めてもそ
れぞれ 65、47、77 戸にとどまっているから、業者数では職工 5 人未満の作業場が製造業者
の過半数を占めていたことが分かる。三者の比較では、金属・セルロイドで玩具業者名簿







  まず、非「工場」＝小規模玩具作業場のイメージを、1930 年代半ばの東京市の調査から
                                                  
28 Trade Directory of Tokyo 1936 。  
29  『商工信用録』 （民間信用調査機関―東京興信所―のデータ）の推計販売額は、1937 年
時点で豊田屋・倉持商店（250－300 万円）が最上位、斎藤徳太郎商店（75－100 万円）は
その次のグループに位置していた。豊田屋は、近世来の老舗（1907 年の当主倉持長吉は、





た表の数値（50 件）には含まれていないが、斎藤商店が表 3 の「その他」に含まれる個人
の実用新案登録を譲り受けている事例が見出される。 
31『重要物産同業組合一覧』16 頁。 
 7  窺って見よう。表 4 によれば、玩具「小工業」における平均従業員数は 4 人未満であった。
ただし、 『小工業調査』 の 3.64 人と 『問屋制小工業調査』 の 3.13 人とでは若干の差異がある。
また、前者は後者よりも男性労働力の比率が家族・家族外ともに高い。この相違は、後者が
「問屋制」下にあり、受託生産を行う作業場に調査対象が絞られていたためであろう。逆に





なる点であろう。 『問屋制小工業調査』 では、 90％近くの玩具作業場に原動機がない。 『小工
業調査』には原動機関係のデータがないので、 『東京市・工業調査書』によって『小工業調




があった。表 5 に示されるように、 「作業内容」では明らかに部分工程にあたる「加工」作
業のみを営む業者が、セルロイド・ゴム玩具で過半、金属玩具に限定しても 40％近く存在
していた。また、 「取引内容」では、 「問屋、製造業者又は仲介人」の注文に基づく「下請」
















  先の表 3 で指摘したように、実用新案や意匠の出願・登録者では問屋も有力な位置を占
めていたが、人数および件数とも最も多いのは製造業者であった。注目されるのは、この
製造業者の出願ないしは登録者人数の内訳で、非「工場」＝小規模作業場が「工場」を上
                                                  
32  蓄電池槽製造の章であるが、6 ヶ月でおよそ一人前となる「手造工」のその時点の平均
製造量は 100～200 個、 これに対して 「熟練者」 は 300 個以上とされている （ 『職務解説  セ
ルロイド製品製造業』 、277 頁） 。   


















た業者が 100 を数える一方で、セルロイド加工業の基幹工程である成型作業―「吹込」 「手
造」―を主業務とする業者数も 300 を超えていた。セルロイド「工場」は 100 に満たない
から、多くの小規模作業場は、基幹工程を担う存在だったのである。 
次に小規模業者の動態についてみていこう。 先の表７によれば、 1928 年の玩具製造業 254 
のうち 29 年に「工場」ではなかった業者が 221 あった。このうち、19 の業者が 33 年の『工
場通覧』に現れている。 「工場」化率はこの 4 年間で 8.6％（19／221） 、年平均では 2.1％と
なる。同様に 1933 年を起点とすると、228 の非「工場」のうちの 16 業者が 1937 年の『工
場通覧』に現れるから、33-37 年の「工場」化率は 7.0％（16／228） 、年平均では 1.8％であ
った。他方 4 つの業者名簿を突合せ、玩具業者が名簿に現れなくなる時点を業界からの退
出とみなし「退出率」を計算すると
35、セルロイド製造業者の 28-33 年の退出率は 45.7％、
年平均 （年平均退出者数／基準年の現在数、 以下同じ） では 9.１％となる。 これに続く 33-39
                                                  
33  申請には、弁理士を立てているケースが大半であるから、少なくともその費用は必要で
ある（ 『実用新案公報』 ） 。 
34 1928 年の業者名簿（ 『日本セルロイド商工大鑑』 ）の玩具製造業者で 1929 年末の『工場
通覧』に掲載のないもののうち、 『日本セルロイド商工大鑑』は 17 名について「職工数 9
人以上」または職工「多し」の記述を宛てている。それが正しいとすれば、 『工場通覧』に
掲載が漏れている 5 人以上工場の存在を想定しなければならず、本章での小規模作業場数
の評価は過大となる。本章ではそのズレは 254 名中で最大 17 名で、かつ、両名簿の調査時
期に 1 年余の差異があることから、必要な修正は大きくなく、結論に影響するほどではな
いと判断した。 
35 4 つの名簿のカヴァリッジは、1939 年が最も広く、1928 年と 1933 年が同程度、1936 
年は「有力業者」と明記してあるため、最もカヴァリッジが低いと判断した。表 7 で 1936 
年を終点とする計算をしていないのはこのためである。また、参入率を計算していないの 
は、 最終年の史料のカヴァリッジが最も広いために、 参入が過大に算定されるからである。 




その多くが業界からの退出を余儀なくされ、5 年後の 1933 年時点まで経営を継続していた
のは、50％余にとどまっていた。確かにここからは、小規模業者の不安定性が浮び上がっ
てくる。これに対して 33 年の製造業者は、その 70％が 6 年後にも経営を継続していた。ま
た、36-39 年の年平均退出率（7.7％）が 33-39 年（5.3％）を上回ることから、戦時経済以前



























表示の 25 業者の 1936－39 年の年平均退出率 2.7％は、前述の全製造業者 7.7％よりも低か
った。 「商品開発力」は事業の継続にも正の影響を与えていたのである
39。 
                                                  
36  『中小企業白書（2003 年度版） 』 、295 頁。 
37  戦後日本の小売業の退出率約４％は、アメリカに比べ低い値であり、日本の小売業の寿
命の長さを示すとの評価がある（石井[1996]、169-181 頁） 。 
38  『東京セルロイド業界史』 、57 頁。 
39  なお、表 9 の業者がすべて現れているのが 1936 年の業者名簿であること、 「昭和 3，４
 10   他方、セルロイド製造業者には、会社組織をとった数百人規模の大規模工場が含まれて
いた。表 10 にあるように、第一次大戦期に 200 人以上工場が現れ、20 年代には職工 400 人
規模の工場が存在した






は生地工（216 人）を上回っている（その他に仕上工 511 名） 。玩具生産の一方の極には、
たしかに大規模生産者が存在したのである。 
しかし、これら大規模工場の生産活動は、戦間期を通じて生産は停滞的に推移した。30 









1933 年の玩具業者名簿が金属玩具製造業に含めた 233 の業者は、二つカテゴリーに大別
される。ひとつはブリキ印刷、ゼンマイ製造、歯車製造それに「部品」製造など、工程の






179 がシンプルに金属玩具製造とされ、2 つがセルロイド玩具も兼業している。残りの 28
は「部品生産」 、 「抜物」などを兼ねるとされていた。この後者の 209 名が狭義の玩具製造
業者であり、数からいっても、金属玩具生産の中心的な担い手であったといえる。 
これらの製造業者は、多様な取引関係の網の目の中に位置づいていた。先の図 2 には、 
金属玩具の中でもおそらく最も精巧な自動車・飛行機の製造過程が描かれている。問屋か
らブリキ板を渡された「下請」はまず、それぞれ専門の製造所からカナ、歯車、ゼンマイ





200 人であった（ 『大日本セルロイド株式会社史』 、139 頁） 。 
41 『日本セルロイド商工大鑑』427-430 頁。 『大正十四年十二月末現在・職工十五人以上使
役工場名簿』117-8 頁による。 
42  『第 3 回  東京市労働統計実地調査』 。 








  これら狭義の玩具製造業者には、 「職人」的な技能継承のあり方が、少なくとも観念とし
ては残っていたようである。表 11 は、金属玩具関連の『組合史』に現れる人物（成功者）





半ばで中堅の問屋並の 10-15 万円（同時期の増田屋・斎藤徳太郎商店と同程度） 、37 年には
15-20 万円とされている。それに対して小菅松蔵、富山栄次郎（改名後は栄市郎）は 1930
年代前半に急成長し、30 年代金属玩具工業の成長の代表格となった（1937 年の推定販売額







他方で、1933 年名簿の 233 の業者中、 『工場通覧』に現れるのが 36 業者に留まったよう
に、金属玩具製造でも小規模作業場は多かった。 「職人的」な技能を備えた成功者と見なさ
れる表 11 の 30 名の中でも、7 名は一貫して『工場通覧』に現れてこない。そこには、富山
の親方にあたる河野角蔵や、笠井系創始者で実用新案等の出願のある笠井助二なども含ま
れている。実際、富山の回想によれば、第一次大戦前の製造現場は、富山を含む 10 代の徒




2.4 内 職  
これに対して「内職者」は、同じく製造工程の一部を担う存在ではあるが、 「製造業者」 
とかなり明確に区別されるべきものであった。 『内職調査』によれば、 「内職者」のほとん
どは女性（717 名中 674 名）で 30 歳以上が 83％を占め、 「本業」をもたず、かつ世帯主で
はない。内職者の世帯主の従事する職業も特徴的である。全調査世帯 5633 のうち、1524 世
帯で世帯主が無職である。有職世帯主 4109 名のうち、最も多いのが日雇の 546 で、これに
                                                  
44  『重要物産同業組合一覧』 （大正 8 年末現在） 。 
45  本段落の推定販売額は『商工信用録』による。 
46「金属」工場の規模に関する情報は、 『東京玩具商報』1935 年 10 月号の金属玩具工場見
聞記、永澤[1934]および『おもちゃ一代』による。 
47『おもちゃ一代』 、90-91 頁。 
48  同上、41 頁。 






これらの内職者への発注元が、図 2 では「下請」等の製造業者であった点にも留意して 
おこう。先の『内職調査』によれば、玩具工業の 717 名の内職者のうち、発注元（材料仕
入先）は、問屋 291、製造業者 271、仲介人 150、その他 5 であった。 『問屋制小工業調査』






  前述のように、1930 年代には富山栄次郎など一部の玩具製造業者は、 「工場化」を進めて
いたが、その内実は、組立工程の経営内部化が大きな位置を占めていたと考えられる。富



















                                                  
49  竹内常善によれば、不熟練工程は都市部に留まらず、農村の低所得者層へも発注される
ことがあった（竹内[1979a]） 。 
50 同上。1930 年代の金属玩具の有力工場である小管松蔵の工場も、 「工場内従事の職工と、
外職者を合わせて二百五十名を算し（男女相半ばす） 」とされている（ 『東京玩具商報』1935
年 10 月号、20 頁） 。 
51『おもちゃ一代』 、126 頁。 
52 1960 年代前半の工場の事例でも、中心をなす組立工程に配属されているのは女性工員で
あった（株式会社トミー所蔵史料による） 。 
53  『東京市工業要覧』 （1933 年 1 月調査） 。 
 13 3.  組織化―分業と主体間の関係 
 






表 13 は、1926 年および 1933 年の『東京玩具商報』の広告内容をまとめたものである。 
①に掲げた 1926 年 7 月号の場合、広告主は 73 でこのうち 50 は卸問屋組合員である。同時












記していた。問屋直営の自工場の存在を誇る広告も 5 つ確認できた。また 5 つの広告で、
商品の実用新案、専売特許などが謳われている。表 13 右欄 1933 年 6 ヶ月分の広告の集計
結果も、広告に問屋商標の商品の存在を明示する数が増えている点が目に付くが、基本的










                                                  
54 永澤[1934]、71 頁には、 「斎藤徳太郎商店直営ＴＭ錻力玩具工場」の紹介があり、設
立が 10 年前、 下職を含んだ職工数は 100 人、 年間の生産額が 3-40 万円とされている。
たしかにＴＭの図案化したものは、増田屋斎藤商店の問屋商標であった。また、1928
年の『東京玩具商報』4、5 月号の広告には、増田屋斎藤商店とは別に、ＴＭ玩具研究






















屋との関係はないようであるが、1935 年 9 号の小管製作所の広告では、小管自身の商標が
大きく示された上で、21 の商品について、それぞれ「発売元」が記されていた。豊田屋商














玩具協会主催の金属玩具工場見学会（1932 年 6 月 26 日）でも、北川製作所と富山金属
玩具工場が見学対象となっていた（ 『東京玩具商報』1932 年 7 月号） 。これらの情報か
ら、斎藤商店の金属玩具工場の直営は一時期にとどまり、1930 年代の斎藤商店は、直
営工場を有していなかったと判断している。 
55  『組合四十年のあゆみ』 、209-10 頁。 
56    以上は『おもちゃ一代』79-90 頁による。 




問屋の商標も 46 収録されている。そして、 『東京玩具商報』には、豊田屋倉持商店、山田
初治商店、増田屋斎藤商店などが写真付で製品を掲載し、その製品に自らの商標を付け、
かつそれを製品の質の高さを担保するものとして表現していた。 
































                                                  
57  『実用新案公報』による。 
58  『おもちゃ一代』 、105 頁。 
59  『日本セルロイド大鑑』124 頁。 





















                  東京市浅草区南元町  増田屋総本店 
      店員  荒井泰次郎 























しかし、次の史料 2 の事例は、金型および原材料の供給を行っても、 「意匠」情報の漏洩
を抑止できない場合があったことを伝えている。この広告は、金子新三郎製作所に対する



























場」 （これは小工場に限定されない） を受託先とする取引も相当多い点が注目される。 また、
平均受託先は最も少ないセルロイドでも平均 2.5 で、その他は５を超えている。複数との取
引が一般的であったことは、先の「専属化」との関連で留意すべき特徴である。 
                                                  
61  株式会社東京セルロイド加工所の『第二期事業報告書』 （昭和三年下半期）によれば、
95 万円余の資産中、 24 万円弱の 「型」 が最も金額が大きく、 他の固定設備―機械・器具 （10
万円弱） 、土地・建物（18 万円余）―を大きく上回っていた。 
62  玩具以外のセルロイド製品は、頭飾品など概して単純な製品が多い。一方、ゴム製
品や「鋳物以外の金属製品」には、玩具よりも複雑な製品も含まれている。 





自家生産 （自己勘定取引） を行う業者でも、 販売代金回収は 75％余が一月後となっており、































4.  分散型生産組織の基盤 
 
                                                  
63  むしろ問屋の支払いの遅延に対して、製造業者はしばしば不満を表明していた。 
64『日本金属玩具史』 、304－313 頁。 













玩具業者の東京府内部での分布は、すでに表 1 によって示されている。表 16 には、そこ
で業者数の多かった区を取上げ、町レヴェルでの立地を示した。玩具問屋は、浅草区の中
でも特に蔵前片町・南元町（のち蔵前・浅草橋）に集中していた。金属玩具は、旧市内の
本所区が中心で、区内の 3 つの町に集中し、特に厩町には 39 の業者が居住していた。セル
ロイド玩具の業者数は、城東区亀戸町 36、向島区寺島町 22、荒川区尾久町 22 と続く。よ
りカヴァリッジの広い表 16 右欄の 1939 年名簿によれば、 尾久町のセルロイド玩具業者は、











たであろうことは、 『工場通覧』レヴェルの業者分布を示した表 17 から窺われる。このこ
とは、素材を共通する業種間を、製造業者が行き来していた可能性を示唆している。たと
えば、1936 年名簿（ 『玩具祭盛観録』 ）に現れるセルロイド玩具製造業者 351 名のうち 19 名
が、1939 年名簿（ 『東京セルロイド商工業者人名録』 ）では他のセルロイド製品の製造業者



























玩具業界における模倣問題の事例は、 『東京玩具商報』の広告にもしばしば現れている。  
先の史料１はその一例であるが、そのほかにも、需要者に注意を呼びかける広告（桜井工
業所と豊田屋倉持商店：1929 年 9 月号） 、 「偽造模造」ボールの製造者・販売者への警告（日













                                                  
65  『蔵前浅草橋地区を中心とする雑貨産業（昭和 38 年度） 』 。 
66 先の表 6 にあるように、金型製作は工場内で最も熟練を要する工程であり、3～5 年の訓
練が必要であった。 
67 『おもちゃ一代』は、富山の独立開業に際し、 「職工」時代から親しい関係にあった鍛冶
屋 （型製作） 、 紙器業者、 地金屋、 塗装屋の協力が得られたことを強調している （73-75 頁） 。 
 21 ただし、 「一定程度」との留保を付けたのは、業者側からの批判があるからである。流行 
品の要素が強い製品の場合、出願・登録に半年以上を要するこの制度のもとでは、模造品
への掣肘が可能が可能となった時点で、商品の寿命が尽きていることが少なくない。その


































                                                  
68  前掲、 「玩具と登録」 。 
69  『東京玩具卸商組合史』127-132 頁。なお『東京玩具商報』 （1935 年 8 月号）の「組合
専売権登録報告」では、問屋・岡田三七の申請による製品に「組合専売権」を与えるとし
ており、岡田の広告にもその旨の記載があった。1930 年代半ばに、制度の復活があったよ
うである。1939 年 2 月号の『東京玩具商報』では、組合専売権審査委員長の小島百蔵（問
屋）が、改めて「組合専売権の価値と活用」という記事を寄稿していた。 
70  『東京セルロイド業界史』58-59 頁。 
71  同上、57-59 頁。内地向けは検査がないために、警告を発する程度にとどまった。 
72  同上、53-55、69-70 頁。 











5.  問屋・製造業者の創生と再生 
 
  最後に、玩具工業を担う主要な経営主体―問屋と製造業者―の創生の過程を検討しよう。  




よれば、創業年の判明する 63 軒中 41 軒が、第一次大戦期以降に創業していた。特に玩具




ち 29 人が卸商組合に属する玩具問屋での就業経験をもっていた。 残りの 14 人のうちでも、
5 人は玩具関係の商業業務を営んでいた可能性があり、その他の 9 人中 8 人も、商店での店
員経験がある（表②） 。問屋創業者は商業従事者の中から産まれるものであり、その源泉の
中心は、玩具問屋自体の従業者であった。独立までの就業年数は判明するのが 24 人、最短
が５年、最長が 20 年、最頻値は 10 年である（表の③） 。開業年齢の判明する 44 人では 20
代後半が最頻値の 15 名、20 代前半と 30 代前半がともに 12 名で、この 3 つの年代でほぼ 9
割を占めていた（表①） 。出身地の集計によれば（表の④） 、東京出身者の割合は 15％程し
かなく、大半は就業のために東京に来た人々である。以上をまとめれば、10 代で上京し玩
具問屋に 10 年内外勤めて 30 歳前後で開業というのが、 典型的な問屋創業者の姿であった。 
  製造業者については、 『日本セルロイド商工大鑑』によって、1928 年時点で現存する 89
軒のセルロイド玩具製造業者の履歴情報が得られる。創業年が判明する 79 軒のうち、42 軒
が第一次大戦期に創業していた（表 19－①） 。これに 1920 年代の 23 軒を加えれば、全体の
80％を超えており、セルロイド玩具工業の新興産業的性格を示している。 
                                                                                                                                                  
74  本段落の金属玩具業者に関する記述は、 『日本金属玩具史』304-313 頁。 






 23  表19－②によれば、独立までの履歴が分かる 54 人中、48 人がセルロイド業界での就業
経験があった。就業先が判明するのはそのうちの 37 人で、就業先に挙がっているのはセル












者も 5 人いる（表の③） 。ただ先の問屋に比べると、平均的な経験年数が短かったことは確
かである。それを反映し、開業年齢は 20－24 歳が、最頻値を示す 25－29 歳についで多か
った。ただし、35－39 歳および 40 歳以上の開業者数の割合が、問屋を大きく上回っていた
ことも指摘しておこう。 開業者判明者のうちでは、 東京出身者が 20％程度であったことは、
問屋の場合と類似していた。 









 表 20 をみよう。小規模製造業者では、業主も基幹的な労働力であったから、一業者当り
の収益は、理念的には経営利潤と、業主を中心とした家族労働力への労働報酬の合計値に
あたる。それを業主世帯の核所得（家賃支出後）とみなすならば、資本金 500-1000 円層で
はセルロイド工業 52.3 円、 「鋳物以外金属」で 40.2 円、資本金 1000－2000 円層は、セルロ




円層（平均従業者数 4.6 人）の業主所得がほぼ等しく、 「鋳物以外金属」では同じく資本金
10－50 万円の工場就業者（平均従業者数は 50 人弱）と資本金 1000－2000 円層（3.4 人）の
業主所得がほぼ等しくなった。また表示のように、業主所得は 35 年にかけてセルロイドで
                                                  
78  竹内常善の「初期工場」論を念頭に置いている。 
79  家賃支出の見積もりの根拠については、谷本[2003]を参照。 
 24 16％、 「鋳物以外金属」で 30～50％の上昇をみている。これに対して平均賃金（男性・日給）


































                                                  
80 東京市 『労働統計実地調査』 第 4 回（ 224 頁） 、第 5 回（ 138 頁） 。対象とする工場は、
原則として第 4 回は使用労働者 30 人以上、第 5 回は 50 人以上。ちなみに、1932 年セ
ルロイド成型工は 1.61 円（192 頁） 、1936 年セルロイド・セルロイド品製造工は 1.47
円（307 頁） 、1932 年金属工業プレス工 2.00 円（168 頁） 、1936 年金属薄板品製造 2.03
円（242 頁）である。 









































                                                  
83  富山は、河野製作所の徒弟時代から足繁く神田に通い、外国雑誌に掲載される飛行機や
自動車の情報から、金属玩具意匠のヒントを得ていたという（ 『おもちゃ一代』45,55 頁） 。  





































                                                  
84  取引先との関係の形成などを含む。 
85  実際、竹内が扱った産業の間でも、ブラシ・メリヤス・貝釦の 3 業種と自転車とでは、
かなり様相を異にしていた（Takeuchi [1991]） 。竹内の「製造問屋型生産組織」論は、おも
に前者の分析から導き出されたものであった。 






































                                                  
86 永峰セルロイドは、 『東京玩具商報』の広告で「品質」の高さを強調している。またロー
ヤル・セルロイドの製品は、優良製品であったといわれる（ 『日本セルロイド商工大鑑』 ） 。  
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Tokyo Commercial and Industrial Museum ed. [1936] Trade Directory of Tokyo 
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卸商 原材料 問屋 セル ゴム 金属 紙 木 硝子など 雛など 食料
日本橋区  1 15 2
神田区  15 21 3 1
浅草区  51 10 121 10 10 42 21 12 19 28 10
深川区  11 1 6 2 2
本所区  41 2 8 5 113 9 12 94 16
下谷区  12 4 11 2 9 19 25 11 5 9 1 1
足立区  12 14 4 10 17 1 10 8 1
城東区  4 5 40 11 2 4 2 1 2
向島区 8 1 1 55 45 11 5 6 4 4 1
荒川区 15 4 2 54 30 20 45 13 24 15 16
葛飾区  71 59 92 4 2 4 1
江戸川区  81 11
王子区  62 1 3 1 1
瀧野川区  94 2
その他東京市 39 17 6 1 05 5 1 1 5 5 2
その他
総計 179 26 185 258 139 233 142 51 104 82 59
出所）『大東京玩具商工業者名簿』。表２－①　　玩具問屋（東京玩具卸商同業組合員）の動向 表２-②　1933年　玩具業者名簿記載の玩具問屋の分布
当該年初出の組合員数と存続組合員数 計 日本橋区 神田区 浅草区 その他
組合員数 1908 1926 1930 1935 日本橋区 （％） 神田区 （％） 浅草区 （％） その他 玩具業者名簿 大物問屋 118 13 7 85 13
1908 70 70 16 22.9 9 12.9 31 44.3 14 小物問屋 67 2 8 36 21
1926 127 29 98 19 15.0 27 21.3 63 49.6 18 問屋・計 185 15 15 121 34
1930 123 26 82 15 17 13.8 23 18.7 63 51.2 20 玩具卸商組合員 129 15 12 83 19









総計 実用新案 意匠 総計 実用新案 意匠
出願公告 登録 登録 出願公告 登録 登録
人数 (人） (人） (人） (人） （％） （％） （％） （％）
商業者兼製造業者（問屋組合員・「工場」） 3 1 3 3 0.4 0.2 1.0 1.5
商業者・問屋組合員 35 27 18 13 4.4 5.3 6.1 6.6
商業者・非問屋組合員 21 9 6 8 2.6 1.8 2.0 4.1
製造業者・「工場」 80 41 29 43 10.1 8.1 9.9 21.9
製造業者・「非工場」 88 44 34 40 11.1 8.6 11.6 20.4
その他 569 387 204 89 71.5 76.0 69.4 45.4
計 796 509 294 196 100.0 100.0 100.0 100.0
件数 （件） （件） （件） （件） （％） （％） （％） （％）
商業者兼製造業者（問屋組合員・「工場」） 14 3 6 5 0.7 0.4 1.3 0.8
商業者・問屋組合員 242 129 70 48 12.9 15.8 15.6 8.0
商業者・非問屋組合員 32 9 6 17 1.7 1.1 1.3 2.8
製造業者・「工場」 412 116 66 230 22.0 14.2 14.7 38.3
製造業者・「非工場」 269 76 44 149 14.4 9.3 9.8 24.8
その他 900 485 258 152 48.2 59.3 57.3 25.3
計 1869 818 450 601 100.0 100.0 100.0 100.0
一人当件数 （件） （件） （件） （件）
商業者兼製造業者（問屋組合員・「工場」） 4.7 3.0 2.0 1.7
商業者・問屋組合員 6.9 4.8 3.9 3.7
商業者・非問屋組合員 1.5 1.0 1.0 2.1
製造業者・「工場」 5.2 2.8 2.3 5.3
製造業者・「非工場」 3.1 1.7 1.3 3.7
その他 1.6 1.3 1.3 1.7












問屋数 小工業数 従業員・計 家族 家族外 （家族外内訳）
男女男女職 工 徒 弟 そ の 他
小工業調査（1935） 370 3.64 1.07 0.25 1.97 0.34 1.06 1.00 0.25
問屋制小工業調査（1936） 106 320 3.13 0.85 0.58 1.25 0.45
注）家族には業主を含む。表５   小規模玩具製造業者の作業内容・取引内容（１９３５年）
（戸） (％）
（主たる業種） （主たる業種）
計 雛人形 金属玩具 セルロイド玩具 ゴム玩具 計 雛人形 金属玩具 セルロイド玩具 ゴム玩具
玩具・計 370 50 58 89 11 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
（作業内容）
製造のみ 181 25 32 21 4 48.9 50.0 55.2 23.6 36.4
製造その他 36 5 4 11 9.7 10.0 6.9 12.4 0.0
加工のみ 144 15 22 53 7 38.9 30.0 37.9 59.6 63.6
加工その他 9 5 4 2.4 10.0 0.0 4.5 0.0
（取引内容）
市場生産のみ 68 6 12 19 18.4 12.0 20.7 21.3 0.0
市場生産その他 5 3 1.4 6.0 0.0 0.0 0.0
註文生産のみ 110 15 19 21 2 29.7 30.0 32.8 23.6 18.2
註文生産その他 15 3 3 6 4.1 6.0 5.2 6.7 0.0
下請のみ 163 23 24 43 9 44.1 46.0 41.4 48.3 81.8
下請その他 9 2.4 0.0 0.0 0.0 0.0
出所）『小工業調査』
注）製造＝「原料と名称を異にする物品を製作する意」
    加工＝「原料と名称を異にしないが之を変造、装飾、精製、仕上げ、
              仕分け、包装等の作業を加へたる場合を指す」
    市場生産＝「特定の註文者無き見込生産」
    註文生産＝「特定の消費者の註文に依るもの」
    下請＝「問屋、製造業者又は仲介人の註文に依るもの」表６－①     玩具の作業修得に必要とされる練習期間
（％）
不要 1ヶ月以下 6ヶ月以下 6ヶ月～１年 1年～2年 2年以上
『問屋制小工業調査』 0.9 23.4 15.0 6.6 8.8 45.3






切放工 1ヶ月 女 18-25
糊埋工 1ヶ月 女 18-26
彩色工 3ヶ月 女 16-25
取付工 1ヶ月 女 17-25
〔押型容器〕
押切工 1ヶ月 男女 20-30
型押工 3ヶ月 男女 20-30
湯締工（成型作業） 5年 男 25-40
（金属玩具製造業）
〔ゼンマイ付動物〕
ボディ抜き工 3ヶ月 男 25－30
ボディ絞り工 6ヶ月 男 20－30
歯車抜き工 3ヶ月 男 20－30
歯車孔明け工 1ヶ月 男女 20－30
歯車かしめ工 1ヶ月 男女 20－30
なまし工 3ヶ月 男女 20－30
ゼンマイ組立工 1ヶ月 女 19－25
ゼンマイ検査工 1年 女 19－25
吹付塗装工 3年 男女 20－30
彩色工 1ヶ月 女 19－25
組立工 1ヶ月 女 19－25
検査工 6ヶ月 女 19－25
〔大型自動車〕
金型製造工 3-5年 男 30－40
プレス工 2-3ヶ月 男 20－25
塗装工 2-3ヶ月 男 20－30
ゼンマイ組立工 6ヶ月 男女 17－23
玩具組立工 2年 男女 17－23
出所）『職務解説　セルロイド製品製造業』
　　　　『職務解説　金属・木製玩具製造業』表７－①　セルロイド製造業者数
(工場通覧) 1929 1933 1936 1939
セルロイド製品工場 61 78 135 116
セルロイド玩具関係工場* 40 47 68 8
（業者名簿）
セルロイド製品製造 873 259 865 1374










年次 1928 1933 1936 1939
1928年名簿記載の業者数 254 138

























業者名 登録数 1928・29 1933 1935 1928 1933 1936 1939 1929 1931 1933 1937
清水卯之吉 108 ○ ○ ○
永峰セルロイド* 83 2 ○○○○○○○○
東京セルロイド（泉寅蔵）* 65 28 2 ○○○○○○○○
塚越康雄 38 ○○○○




間野美 11 ○ ○
酒井四郎 11 ○ ○ ○ ○
増田勝五郎 10 ○ ○ ○ ○ ○
竹内清吉 9 ○ ○ ○
荻村亀太郎* 8 ○○○○ ○○○
浅岡大五郎 6 ○○○○
奥田實 6 ○ ○ ○
後藤友吉 6 ○○
蛭川定次郎 6 1 ○ ○ ○
青木憲治 5 ○ ○ ○ ○
大塚榮太郎 5 11 ○○○ ○
大島嘉重 5 ○ ○ ○











史料名 『工場通覧』 『職工15人以上 『労働統計実地調査』 1925 1928 1931 1934 1937
使役工場名簿』 （総資産） （円）
1916.12 1917.12 1920.1 1925 1924 1927 1930 1933 1936 東京セルロイド加工所 957,682
計 6 8 10 6 5 8 8 7 5 永峰セルロイド株式会社 684,926 646,941 706,330 665,101 635,211
30-49人 2 2 3 2 1 2 東京セルロイド株式会社 450,982 370,035 364,133 397,844 392,063
50-99 1 1 3 3 3 2 （資本金利益率　半期） （％）
100-199 2 3 3 2 1 2 東京セルロイド加工所 7.8
200-299 1 1 1 1 2 2 永峰セルロイド株式会社 2.0 1.5 -1.2 2.4 8.7
300-399 1 1 東京セルロイド株式会社 2.8 6.1 0.4 3.6 4.5
400-499 1 1 （総資産利益率　半期） （％）
労働者数計（人） 668 1,154 1,043 1,102 934 1,089 1,264 612 947 東京セルロイド加工所 4.1
男 374 674 601 616 647 715 414 515 永峰セルロイド株式会社 1.2 0.9 -0.7 1.5 4.8
女 294 480 442 318 442 549 198 432 東京セルロイド株式会社 2.5 5.3 0.3 2.9 3.7
出所）各社『営業報告書』『事業報告書』。
注）当該年度の下期末、1934年の永峰のみ上期末。利益率は償却前利益金による。
    前期末資産が得られない場合があるので、総資産利益率は、当期利益/当期末総資産で計算した。表11　金属玩具業者の系譜
伝承図
名前 組合名簿 工場通覧 業者名簿 組合名簿 実用新案等 直接の親方 系統 位置
1906 1909 1931 1933 1937 1933 1938 件数
井上太七 ○ 井上系 創始者
山崎清吉 ○ ○ 山崎系 創始者
長友五郎 ○ ○ 長系 創始者
長田留吉 ○ 長田系 創始者
北川末吉 ○ ○○○○ ○ 2 北 川 系 創 始 者
笠井助二 ○ 2 笠井系 創始者
日本玩具製作所 ○ 岩谷系 創始者
吉田久平 ○ ○ 吉田系 創始者
原田才次郎 ○ ○ ○ 原田系 創始者
石井保次 ○ ○ 石井系 創始者
和田緑三郎 ○○○○ ○ 和 田 系 創 始 者
小菅松蔵 ○ ○ ○ ○ 6 井上太七 井上系 弟子
富山栄次郎 ○○○○ ○ 河野角蔵 山崎系 孫弟子
勝田文次郎 ○ ○** ○ 海老原金之助 長田系 孫弟子
高木誠志 ○ ○ 海老原金之助 長田系 孫弟子
大原濱三郎 ○ ○ 1 原田才次郎 原田系 弟子
林信忠 ○ ○ 原田才次郎 原田系 弟子
末木留太郎* ○ 1 三輪製作所 三輪系 弟子
中山林太郎 ○ ○ ○ ○ 山崎清吉 山崎系 弟子
上梨子幸太郎 ○ ○ ○ 山崎清吉 山崎系 弟子
岡田寅蔵 ○ ○ 山崎清吉 山崎系 弟子
河野角蔵 ○ 山崎清吉 山崎系 弟子
福田勲 ○ 石井保次 石井系 弟子
出所）『組合四十年のあゆみ』、『東京府文書』、『全国工場通覧』、『大東京玩具商工業者名簿』、『実用新案公報』、『意匠公報
注）*義久と同一人物とした。
　　**セルロイド玩具業者表12    内職者への発注元の例（１９３５年）
業者名 業者の 玩具製造業者*工場 作業内容
所在 1933・1936 1935
長祐三郎 本郷区 ○ ○ セルロイド玩具（付属品付け）
蓮玉 浅草区 節句人形
佐藤三郎 浅草区 セルロイド玩具（削り、手足付け）
安田時次 本所区 ○ 金属製玩具（付属品付け）
原田工場 本所区 ○ ○ 金属製玩具（付属品付け）
広瀬政吉 本所区 ○ 金属製玩具（付属品付け）
石橋商店 本所区 ○ 金属製玩具（付属品付け）
五十嵐セルロイド 足立区 ○ ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
大畑セルロイド 足立区 ○ セルロイド玩具（付属品付け）
竹内清吉 足立区 ○ セルロイド玩具（付属品付け）
小安潮 足立区 布製玩具（縫い合わせ）
日立商会 向島区 ○ 紙製玩具（付属品付け）
小宮セルロイド 葛飾区 ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
羽砂田勘治郎 葛飾区 ○ ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
杉浦徳吉 葛飾区 ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
石橋繁雄 葛飾区 セルロイド玩具（削り、手足付け）
関口七五郎 葛飾区 ○ ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
山田政次郎 葛飾区 ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
小渕セルロイド 葛飾区 ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
名佐原市兵衛 葛飾区 セルロイド玩具（組立）
武田権三郎 葛飾区 ○ セルロイド玩具（削り、組立）
武藤セルロイド 葛飾区 ○ ○ セルロイド玩具（飾り、付属品付け）
中茎利三郎 葛飾区 ○ ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
宇田川市蔵 葛飾区 ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）
北寺乙松 葛飾区 ○ セルロイド玩具（削り、手足付け）






玩具卸商同業組合員1926.7・計 127 玩具卸商同業組合員・1933.8計 129
広告主・計 73 広告主・計 87
（広告主・内訳） （広告主・内訳）
玩具卸商組合員・計 50 玩具卸商組合員・計 62
　　特記事項あり 20 　　特記事項あり 25
（内訳・重複あり） （内訳・重複あり）
直営工場* 5 直営工場* 4
協力工場 1 協力工場 2
「製造」を明記 4 問屋商標の商品 23
問屋商標の商品 7 （商標登録明記） 4
実用新案・専売特許など 5 実用新案・専売特許 7
　　特記事項なし 30 　特記事項なし 37
組合員外・計 23 組合員外・計 25
製造所 9 製造所 10
（内訳） （内訳）
教育玩具 2 テーブルゲームなど 4
ハーモニカ 2 ハーモニカ 1
ブリキ玩具 1 ブリキ玩具 1
爆竹 1 ゴム製玩具 1
積木 1 水中花 1
鯉幟 1 貯金器 1
袋 1 望遠鏡 1
製造販売 4 （内訳・重複あり）
（内訳） 商標 10
ゴム 3 （商標登録明記） 2
将棋 1 実用新案・専売特許 2




計 自家生産 自家生産 自家生産 自家生産 受託 原材料仕入 生産品販売 受託
+委託 ＋受託 +委託・受託
軒 ％％％％％％ ％ ％
鋳物以外の金属製品製造業 606 40.9 0.7 14.5 1.2 42.7 60.6 56.8 57.3
ゴム 114 50.9 0.9 9.6 0.9 37.7 71.1 61.4 47.4
セルロイド 163 13.5 1.8 4.9 0.0 79.8 20.9 20.2 84.7
（軒）
一工場当たり 原料及材料仕入先 生産品販売先
計 生産者 問屋卸商 計 工場 問屋卸商 小売商 官公署 一般
鋳物以外の金属製品製造業 3.7 1.6 2.1 10.9 3.4 3.8 1.3 0.2 2.3
ゴム 3.7 1.4 2.3 11.6 2.9 5.5 2.9 0.0 0.3
セルロイド 3.6 1.1 2.4 5.9 0.1 5.8 0.0 0.0 0.0
（軒）
一工場当たり 受託先
計 工場 問屋卸商 小売商 官公署 一般
鋳物以外の金属製品製造業 6.3 4.1 0.8 0.0 0.1 1.3
ゴム 5.3 1.4 1.2 0.0 0.0 2.7




金属工業 14.9 21.8 10.9
鋳物以外金属 31.7 30.1 6.8
金属玩具 75.3 15.0 0.0
セルロイド素地 16.9 36.2 45.6
セルロイド玩具 93.9 4.6 0.0
セルロイド櫛 7.6 92.4 0.0
セルロイドその他 18.2 75.7 1.0
軟質ゴム製品 19.1 13.1 36.1
ゴム玩具 78.3 12.3 3.6
硬質ゴム製品 74.6 15.6 7.9
出所）『工場統計表』。表16　玩具業者の集積（町別）
区 町 1933年玩具業者名簿 1939年セルロイド業者名簿
商業 製造業 合計 製造業 加工業
卸商 原材料 問屋 金属 セル ゴム その他 玩具 その他 彩色業 挽物業 研磨業 型彫刻業
浅草区 向柳原町   4 1 3 3 2 6 27 161 1
浅草区 寿町   1 1 3 10 231
浅草区 小島町   3 3 2 2 1 5 16 3 42 2 1
浅草区 蔵前片町/蔵前   22 63 21
浅草区 南元町   6 21 2 1 5 3
浅草区 浅草橋   59 211
浅草区 柳橋   21 1
浅草区 鳥越   34 17113 1
浅草区 東三筋町   1 4 2 11 21
浅草区 西三筋町   0 10 41 1
本所区 厩橋町   39 2 1 5 9 14 1
本所区 石原町   1 27 1 9 81 4
本所区 東駒形町   17 1 51 11 1
本所区 向島町   2 1 10 21
本所区 錦糸町   9 15 2 1 1
下谷区 入谷町   2 3 1 3 1 10 28 31 4 4 1
下谷区 龍泉寺町   2 4 1 19 18 28 4
城東区 亀戸町   3 5 2 36 11 6 81 34 20 10 2 3
向島区 寺島町   2 1 6 22 16 14 131 19 62 11 5 7 3
向島区 吾嬬町東   5 15 2 35 18 10 2 1
向島区 吾嬬町西   4 1 4 13 14 4 101 31 3 8556 5
向島区 隅田町   1 1 3 26 2 19 2
荒川区 尾久町   4 2 1 1 22 4 32 247 83 125 7 4 14 5
荒川区 日暮里町   2 1 1 4 11 14 23 90 39 22 10 1 3 3
荒川区 三河島町   6 6 18 9 33 94 14 51 5 3 12 2
荒川区 町屋   2 2 3 1 10 92 22 5 3345 2
荒川区 南千住町   1 1 7 2 15 19 12 3 1
葛飾区 本田渋江町   3 17 1 1 58 25 91 2 1 3 6




ゴム製品 セルロイド製品金属工業  錻力印刷 ゼンマイ 玩具歯車 プレス型 ゴム型 型彫刻業
計 玩具 計 玩具 計 玩具 専門工場* （抜絞型も含む）
日本橋区  5 1
神田区  25
浅草区  5 6 65 10 3 3 3
下谷区  3 4 61 2
深川区  1 72 2 1 2
本所区  14 7 4 434 32 5 1 11 1 2
向島区  46 17 9 51 2 1 11
城東区  8 2 8 5 118 3
葛飾区  6 3 1 16 14
江戸川区  5 2 19
荒川区  38 3 9 6 84 1 2 12
足立区  6 1 2 4 2
板橋区  6 2 23
王子区  3 3 19 3
瀧野川区  10 2 1 33 1
豊島区  15 1 1 50 1
本郷区 14 1 1
小石川区  1 18




創業年/創業年齢１９歳以下 ２０－２４歳 ２５－２９歳 ３０－３４歳 ３５－３９歳 ４０歳以上 先代 不明 計
天保期 22
1870年代 22
1880年代 1 3 1 5
1890年代 1 2 2 1 6
1901-1905 2 1 1 4
1906-1910 1 2 3
1911-1915 1121 3 8
1916-1920 4 2 3 3 12
1921-1925 4 5 2 1 12
1926-1930 1121 5
1931－ 1 1 1 1 4
計 2 12 15 12 1 2 9 10 63
②③
就業先 就業年数
判明分・計 43 判明分・計 24
倉持商店 4 玩具問屋 ５年 2
山初商店 3 玩具問屋 ６年
岩金商店 2 玩具問屋 ７年 1
大西屋本店 2 玩具問屋 ８年 2
井上商店 2 玩具問屋 ９年 1
永峰商店 2 玩具問屋 １０年 6
その他玩具問屋 14 各１名 11-15年 6












創業年/創業年齢 ２０－２４歳 ２５－２９歳 ３０－３４歳 ３５－３９歳 ４０歳以上不明 計
1900年以前 1 1
1901-1905 11
1906-1910 1 2 3
1911-1915 3 2 1 3 9
1916-1920 6 15 4 8 4 5 42
1921-1925 5 5 2 1 3 2 18
1926-1927 1 1 1 1 1 5





永峰セルロイド 6 東京 12
千種セルロイド 4 関東地方 15
ローヤル商会工場 2 信越・北陸地方 14
一城セルロイド 2 東北地方 3























資本金 付加価値生産性* 収益（収入ー支出） 賃金・給料
従業員一人当 一工場当 家族従業者当 被雇用者一人当
〔セルロイド工業〕
(月換算) (月換算) (月換算) (月換算)
100円未満 12.7 13.0 8.1 9.3
100円以上 22.6 37.4 20.0 16.6
500円以上 24.7 52.3 28.3 17.1
1000円以上 16.9 2.0 1.0 21.3
2000円以上 39.5 132.6 65.4 24.4
5000円以上 88.0 242.7 124.3 20.5
1万円以上 77.8 309.5 222.9 54.7
5万円以上 241.7 5,414.3 10,828.6 53.4
10万円以上 127.5 3,099.0 63.3
50万円以上 197.6 21,566.0 37.2
〔鋳物以外の金属製品〕
100円未満  26.0 18.1 16.1 11.6
100円以上  31.4 29.9 24.3 17.4
500円以上  32.7 40.2 31.3 18.8
1000円以上 34.7 53.7 40.4 21.5
2000円以上  42.9 95.2 71.4 26.6
5000円以上  49.1 143.5 110.4 32.7
1万円以上  70.4 389.1 320.3 41.1
5万円以上  126.5 2,565.8 1,876.5 44.8
10万円以上  338.5 12,820.6 70,513.1 62.9









鋳物以外の 1932 1,603 40.16
金属製品製造業 1935 93 62.13 154.7
セルロイド 1932 30 56.33
1935 33 65.50 116.3
資本金1000円以上
鋳物以外の 1932 1256 53.71
金属製品製造業 1935 123 70.42 131.1
セルロイド  1932 75 1.96
1935 21 135.17 6900.2
出所）『工業調査書』、『小工業調査書』。
注）1932年の調査は全市域対象、1935年は品川・豊島・荒川・城東区のみ。